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１．はじめに 
わが国は，人口減少・超高齢社会の危機に直面している。日本創成会議・人口減少問題
検討分科会の推計によると，2040 年までに「消滅可能性」1) のある市区町村は 896 あり，
なかでも人口 1 万人未満で消滅する可能性が高い市町村は 532 にのぼる。全体 1,741 市区
町村のほぼ半数が消滅の可能性があるという。だからこそ，これまでの流れと違う本当の
豊かさに向けての転換期，まさに出発点として人口減少時代を考えていく必要があるので
はないか。 
では，次世代のまちづくりはどうあるべきであろうか。このような転換期だからこそ，
地域をはかる価値観をかえなければならない。そこで注目されているのが「観光まちづく
り」2) である。観光まちづくりとは，「地域が主体となって，自然，文化，歴史，産業，
人材等，地域のあらゆる資源（地域資源）を活かすことによって交流を振興し，活力あふ
れるまちを実現するための活動」と定義されている。つまり，観光の視点を取り入れたま
ちづくりをさす。いわば，新たな地域創造の手法として「観光」に関心が寄せられている
といえる。 
そこで本稿では，地域資源を活用することで，どのように地域課題の解決に関わり，地
域活性化を担うことができるのかという問題意識のもと，観光振興に関する取組について
概観したい。さらに，観光が地域活性化に果たす役割や課題についても考えたい。 
 
２．地域を取り巻く大きな変化 
 政府は，成長戦略の１つに「観光立国」を掲げている。外国人観光客誘致に重点を置き，
地域活性化につながる観光振興を，わが国の成長につなげていく戦略と位置づけている。
「日本再興戦略」においても，地域経済の活性化がわが国全体の成長につながることが示
され，その後，「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等，地方創生に関する論議が展開され
ている。 
 地域における観光産業の役割は大きく，「旅行・観光消費動向調査」によると，2016 年
の国内観光消費額は，22.3 兆円，直接波及効果として国内生産額 22.7 兆円，粗付加価値
10.5 兆円(GDP の 1.9%)，雇用数 211 万人，(全雇用の 3.2%)となっている 3) 。日本人海外
旅行（国内分）や訪日外国人旅行による消費額を含めた 2017 年のわが国での旅行消費額は，
次のグラフの通り 26.7 兆円である。 
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図１ 平成 29 年における，わが国における旅行消費額 
出所:観光庁「旅行・観光消費動向調査」平成 29 年年間値(確報)より作成 
 
ただ，地域でも観光産業は大きな雇用の受け皿となっているものの，観光客数の減少に
は歯止めがかかっていない。宿泊施設や観光関連施設の経営は苦しいのが現状となってい
る。政府は観光立国を推進し，地方自治体も多くの予算をかけて観光プロモーションを展
開しているにもかかわらず，なぜ多くの観光地の不振は続くのであろうか。 
 地域をめぐる問題認識として次の 5 点の要因が考えられる。 
（１）人口減少，少子高齢化の進展 
人口減少社会においては，地方からの若者の人口流失と高齢化，また，都市部にお
ける独居高齢者等の単身世帯（一人暮らし）の増加が課題である。人口減少は地域の
購買力を低下させ，国内消費市場が縮小する。観光地においても，人口減少によって
市場が縮小し，観光地全体の消費の減少にもつながっている。 
（２）地域経済の疲弊 
地方の人口流出による過疎化は，比較的内需に依存する地方における市場のパイを
縮小させ，都市部との所得格差が課題となっている。 
さらに経済のグローバル化と構造改革により，経済活動や雇用機会の都市部への集
中が進み，地方の中小企業の経営状況は悪くなり，中心市街地の商店街は衰退し，シ
ャッター通りが目立つようになり，地域経済はますます疲弊している。人口減少は，
地域の購買力を低下させ，市場規模が縮小し，労働人口の減少，そして，地域の活力
の低下を意味する。深夜営業や年中無休が売り物だったコンビニや牛丼チェーン店も，
すでに人手不足が深刻で 24 時間営業や 365 日営業が困難になりつつある。 
観光面に関しては，観光ニーズの変化である。バブル経済の崩壊とともに，団体・
慰安といった大量輸送を前提とするマス・ツーリズムは後退し，多様化した個人のラ
イフスタイルを反映するオルタナティブ・ツーリズムへの志向が顕在化し本格化して
おり，こうした観光スタイルの変容に対応できず疲弊している地域も多くみられる。 
 （３）地域コミュニティ，生活文化環境の後退 
   雇用形態の変化により，地域コミュニティへの関わりが強い自営業者の減少，都市
化が進み，地縁的 
なつながりが徐々に希薄化している。中山間地域では，地縁的なつながりは比較的強
いが，コミュニティの維持が困難な地域の増加等が課題である。 
こうした地域コミュニティの後退により，地域コミュニティの活動を通じてなされ
てきた工芸，祭，遺跡等の伝統文化の維持，地域の特色・文化・景観保全，まちづく
り，治安維持，山林保全，防災等への関わりは希薄となり，観光面からの影響も大き
くなっている。 
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 （４）全国画一化による地域の独自性の消失 
高速道路や新幹線という全国一律のインフラ整備の推進によって，地方に都会のス
タイルをそのままミニセットとして再現したものも数多く，地域の特色を生かすこと
が課題となっている。 
全国一律のインフラ整備によって，駅前や国道沿いには全国チェーンの店舗が進出
し，北から南までどこも同じ，どこの景色もあまり変わらなくなった。かって道沿い
にはその地域ならではの自然，歴史，文化が息づいており，暮らしがあった。画一化
によって，地域それぞれが備えていた魅力が削がれ，地域それぞれが誇っていた独自
性が喪失し地域の衰退へとつながっている。 
観光に関しては，地域の特性をふまえて，地域で定める条例等に基づき，規制強化
による景観保護により，地域の強みを活かした整備や規制緩和による民泊促進等を行
うことが急務となっている。 
 （５）Ｗeb サイト，ブログ，ＳＭＳの活用 
高度情報化社会の進展の下で，共生化，共有化，ネットワーク化，参加のシステム
化が課題となっている。今後は，情報の自由な流通と多様な参加のしくみを形成して
いかなければならない。 
観光に関しては，旅行先の情報収集や宿泊施設，交通機関の予約手配がＷeb を通し
て安易になる。旅行に関する情報収集のために旅行専門サイトやＣＧＭ（ Consumer 
Generated Media ）が活用されるだけでなく，旅行の魅力をより身近に伝え，個人の
旅行を促すためのメディアとしても台頭すると考えられる。Ｗeb サイト，ブログ，Ｓ
ＮＳ等を活用した観光情報発信が各地で展開されている。 
 
３．地域資源の観光資源化 
 観光資源を構成する素材として地域資源がある。地域資源とは，自然資源，文化的資源，
人工施設資源等，特定の地域に存在する特徴的なものを資源として活用可能なものと捉え
た総称で，人的資源も含まれる 4) 。近年，ご当地ブーム，町おこし，地域ブランドに代表
される地域活性化の試みにおいて観光資源となるものを地域資源として定義し，活用する
考え方が広まっている。観光資源とは，観光客及び観光経営にとっての資源であって，そ
の資源に観光的な価値がなければ観光資源とはいえない。 
 現在，観光資源として注目されているのは，マス・ツーリズムの対象となる世界遺産や
大規模なリゾート施設ではない。生活臭の漂う下町界隈や路地空間，歴史的建築，近代化
遺産，郷土料理，祭り，市場，地域産業等，その地域独特の気候，風土の中で育まれた生
活・文化とそこでの交流や体験である。それは，１回限りでなく，再び訪れ，地域の人々
とのつながりを楽しむものである。つまり，地域固有の文化や生活といった地域資源を観
光資源化することで，それぞれの地域が全く異なった価値観で観光的な魅力を提供するこ
とができ，それによって地域が活性化する。 
 ただ，いくら拠り所となる地域資源がその地域にとってのお宝であり，個性を代表する
ものであっても，旅行者側から見ると数多くある選択肢の 1 つにすぎない。だからこそ，
マーケティングを行い，適切なプロモーションを展開しなければならない。 
地域資源を機能的に行うマーケティング手法として注目されているのがギャップ調査 5) 
である。これは，対象となる地域が有する地域資源を「認知度×関心度」という２軸で評
価して，そのギャップを明らかにし，多くの地域資源群の中から観光資源化が可能なもの
を抽出することにより，プロモーション展開の方向性を明確化するものである。 
地域資源の観光資源化を成功に導くには，前記のフェーズに，観光客を動かす「情報」 
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 図２ 玉造温泉の入込客数の推移  
出所：島根県観光動態調査，新観光スポット調査（松江観光協会玉造温泉支部）より作成 
 
 
写真１ 玉造温泉（島根県松江市）  
出所：本人撮影（2018.10） 
 
と「サービス」をさらに加える必要がある。どんなに評価が高い地域資源も人々に情報
として伝わりその価値が認知されなければ全く意味をなさない。地域資源は，人の力によ
って情報化されない限り，観光資源として機能しないのである。また，サービスは，「期待
を満足に変える」重要な要素となる。商品の価値にサービスという付加価値が上乗せされ
てこそ，期待以上の満足を与えることが可能となり，地域資源として観光価値を高めるこ
とができる。 
 
４．温泉街再生「玉造温泉」危機からの再生 
 地域資源のブランド化を通じて地域総体の観光価値を高めた事例として玉造温泉の取り
組みがある 6) 。 
 島根県松江市玉湯町にある玉造温泉は，平安時代より三名泉とされ，古くから温泉地と
して有名であった。1992 年米子道開通を見越して旅館の大型化や近代化を進められたもの
の，その後の客足は思うように伸びず，1993 年の 87 万人をピークに観光客入込数は，衰
退の一途をたどっていった。 
2006 年，国内旅行市場に陰りが見えはじめ，日本人の旅の意識は，「みんな一緒」とい
う時代から「一人ひとり」という個の時代に変わり始めていた。団体旅行ではなく個人旅
行が主流となり，山陰屈指の温泉街は，時代のニーズに乗り遅れ，すっかり活気のない姿
に変り果てた。多額の設備投資が徐々に経営を圧迫し，温泉街の 15 軒の旅館のうち，４軒
が倒産し，旅館関係者，地域住民，行政はますます危機感を抱いた。  
 そうしたなか，老舗旅館経営者有志らの共同出資により，2007 年「株式会社玉造温泉ま
ちデコ」というまちづくり専門会社が設立された。まちのにぎわい再生に向けてめざした
のは，個々の経営ではなく，「玉造温泉」という組織での経営・運営である。地域団体商標
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登録制 6) に注目し，登録された結果，「玉造温泉」というブランドを守り，玉造温泉で温
泉旅館業を営む場合には，玉造温泉旅館協同組合に入るというルールが作られた。あわせ
て，温泉街に関わる組織は，再編成された。観光協会は，行政主導から民間主導の活動形
態に変え，玉造温泉全体のプロデュース，「まちづくり」の舵取りを始めた。旅館組合もこ
れまでの組織を変え，プロモーション体制を整え，自治会，商工会，福祉協会，旅館組合，
観光協会からなる「玉造温泉街活性化プロジェクト会議」を組織し，地域ブランド化を進
めた。 
そして，従来の観光視点ではなく，まちづくり視点から「にぎわい再生」の活動が始ま
った。そこで重視されたのが，まちづくりのためのブレないコンセプトづくりである。他
の温泉地との差別化を図るため，玉造温泉の潜在的な力の再認識から始めた。歴史を紐解
いていくと，８世紀奈良時代に書かれた『出雲国風土記』には，「かたちきらきらしい」と
いう肌に良い湯，万病に効く「神の湯」として紹介されていた。そこで，美肌効果を謳い，
ターゲットは 20～30 代の女性客に絞るというコンセプトのもと，「美肌・姫神の湯玉造温
泉」という名称を旗印にまちづくりをめざした。 
シャッターの閉まった街並みにどう「にぎわい」を持たせるのか。玉造温泉ならではの
地域の魅力を洗い出し，検討していくと「昔から玉造にあるもの」にたどり着いた。 
まず目をつけたのが，玉作湯神社にもともとあった「願い石」である。その言い伝えを
ヒントに，「願い石」の不思議な力のおすそ分けを頂く「叶い石」をつくり，オリジナルの
お守りをつくった。それが，女性観光客の心をしっかりとつかみ，「願い石」に祈りを込め
る長い行列もできるようになった。「美肌・姫神の湯 玉造温泉」ならではの名所，名物の
誕生を皮切りに，「カメラお助け台」，「おしろい祈願札」や「おすそ分け茶屋」等，観光資
源が明確化されたことで，新しい活動につながり，玉造温泉の地域ブランド化の大きな要
素となった。 
なにより，玉造温泉のお湯を分析・実験した結果，美肌効果があることが科学的に分か
り，本物の「美肌の湯」であることを明確にできた，温泉の「お湯」そのものが地域ブラ
ンド化の基軸となり，それが最大の武器になった。温泉街では，各旅館が湯めぐり券を発
売する等して，観光客の回遊性を促した。また，温泉のお湯の効能に注目した取り組みと
して，観光客が気軽に温泉を持ち帰ることができるように，「美肌温泉ボトル」という商品
を，まちの立ち寄りスポットを活用した無人販売を行うことにした。さらに，温泉水専用
のフェイスパックタオル等の商品開発や女性観光客の人気を集める「温泉を使用したコス
メ商品」も開発し，玉造温泉の効能や名前を広める大切な要素となっていった。 
また，出雲の風土と「姫神の湯」というコンセプトにあわせて神話モニュメントや姫神
広場の足湯の設置が進められた。玉造温泉は，歩行空間を含めたハード面の充実により，
多くの女性観光客でにぎわう温泉街に再生した。その結果，2007～2015 年の間，温泉街の
新規出店数は 20 店舗となり，「玉造温泉まちデコ｣は，地元食材を使った地域ブランド商品
の開発等で，産業と雇用創出の一翼を担い，2012 年を底として観光客も 2014 年には 100
万人を超える等，増加に転じている。 
 
５．地方創生と地域ブランド 
 このように，地域の観光資源を活用したまちづくりや，地域資源を使った差別化製品の
開発等，地域資源の有効利用という観点から地域を活性化させる方策の 1 つとして，地域
ブランドといわれるものがある。  
地域ブランドには様々な概念があるが，一般的には，「地域資源の付加価値を高め，他地
域との差別化を図ることにより，市場において情報発信力や競争力の面で比較優位を持た
せ，地域住民の自信や誇りだけでなく，旅行者や顧客等に共感，愛着，満足度をもたらす
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もの」8) と捉えられる。 
 地域ブランドの存在意義は，地域資源の付加価値を高めることにより，観光や暮らしの
観点から他の地域との違いを創造するものである。地域資源を売り込むためには，地域全
体の良いイメージが重要であり，他の地域資源や既存の地域ブランドを組み合わせ，ある
種のストーリー性を描けるような，ブランド・コンセプトづくりが大切である。そのため
にも，地域性，つまり，自然，歴史，文化，伝統等に根差した活動や地域住民自身が関わ
る活動に呼応する必要がある。 
 ブランド化は，意識的な差別化によって特徴を生み出し，その意味や価値を伝えること
で顧客に選択され続ける仕組みをつくり出す行為にほかならない。その意味で，地域性の
打ち出し方こそが差別化のポイントとなる。地域そのものを対象とした地域ブランドにお
いては，地域性のどこに焦点をあて顧客にその価値を訴え続けるか，あるいは，いかにし
て独自の経験価値を提供することで，観光客に再訪してもらうかが課題となる。 
地域発のブランドを統合する役割を果たすのが，地域そのもののブランド化であり，京
都，横浜，神戸等市町村を統括するブランドもあれば，前述の玉造温泉の事例のように，
ネームバリューの高い個別ブランドもある。ブランド名は，旧国名や特産品等の地域資源
を連想させる名前をつけることが多い。それは日本人になじんだ名前で，場所や特産品等
の観光資源がすぐに思いつくことで，知名度アップにつなげようと採用される。地域ブラ
ンドとして定着しているのが，松坂牛や大間マグロ，夕張メロン等，Ｂ級グルメでは，富
士宮やきそば，八戸せんべい汁，津山ホルモンうどん等がある。同じように，滋賀県彦根
市の「ひこにゃん」，熊本県の「くまモン」，愛媛県今治市の「バリィさん」といった，い
わゆるご当地キャラも地域ブランドとして人気がある 10) 。 
  
６．Ｂ級グルメによる地域活性化 
  地域ブランドに食を活用する取り組みが，地域活性化の一つとしてみられる。地域住
民に馴染みの深い食材や食文化を活用し，気軽に調理し，食べやすく，かつ地域の特色を
表現しやすいご当地グルメを，地域ブランドとしてまちおこしに取り組む事例が増えてい
る。 
2006 年から，ご当地グルメを一堂に集めて人気投票する「Ｂ-1 グランプリ」9) が開か
れている。正式名称は「ご当地グルメでまちおこしの祭典！Ｂ–1 グランプリ」だ。日本最
大級のまちおこしイベントとして認知され，開催地はもちろん，多くの出展団体の地元を
盛り上げる国民的イベントとなった。Ｂ-1 グランプリの「Ｂ」は地域ブランドの「Ｂ」で
あり，まちを盛り上げ，地域ブランドを確立しようと日々活動するまちおこし団体が年に
一度共同で行うＰＲイベントである。料理を通じて地域をＰＲすることで多くの人に現地
に足を運んでもらえるようになり，人づくりにつながるという。 
富士宮やきそば学会は，第１回，第２回Ｂ-1 グランプリで 2 連覇を果たし，Ｂ級ご当地
グルメ界の代表的存在である。他にはないコシのある麺が特徴で，富士宮やきそばを通じ
て元気なまちづくりをめざしている。富士宮焼きそばを目当てに富士宮を訪れる人は年間
60 万人にものぼる。地域起こしを目的として，2000 年に「富士宮やきそば学会」が渡辺英
彦氏を中心とした多彩な人材により設立された。現在では，富士宮やきそば管理運営会社
「株式会社プロシューマー」が，商標等の管理を行っている。経済効果は９年間で約 439
億円にのぼる 11) 。 
「八戸せんべい汁研究会」は，初期は市役所主導で開発に着手し，その後木村聡氏をは
じめとする市民ボランティアへと活動の中心が移った典型的な事例である。地元以外では
殆ど知られていなかった八戸せんべい汁を，まちおこしイベント等での活動を通して広め
ている。また，八戸のまちを元気することを目的として，第 1 回Ｂ-1 グランプリを開催す 
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写真２ Ｂ-1 グランプリ in 横手（秋田県横手市）  
出所：津山ホルモンうどん研究会提供(2009.9) 
る等，まちおこし活動を続けている。総務省「緑の分権推進会議」分科会がまとめた報告
書によると，2010 年の経済効果は 563 億円との試算が明らかになっている。 
「津山ホルモンうどん研究会」は，鈴木康正氏を中心にご当地グルメのホルモンうどん
で地域おこしに取り組んでいる。2009 年，第４回Ｂ－１グランプリ in 横手でブロンズグ
ランプリを獲得した。岡山経済研究所によると，県内への経済効果は，年間約 8 億円にな
る。2008年～2011年までの観光客の増加率は23.5%となり，県内外から来店者が急増した。
今でも休日は行列ができる店もある。全国への発信による知名度の向上は著しく，全国ネ
ットのメディアからの取材による広告宣伝効果は，3 年で約 3 億円以上と試算された。ま
た，カルビー ポテトチップス津山ホルモンうどん味等，商品開発の依頼が急増しているの
も特徴である。2011 年には，岡山県もＢ級ご当地グルメによる経済効果を約 30 億円と発
表している。 
これらの事例から，Ｂ級グルメの地域ブランド化にはキーパーソンの存在があるととも
に，その開発には独自なストーリーがあることがわかる。徹底的な差別化を図りユニーク
なネーミングを心掛け，その結果，知名度があがり，地域の人々が食し愛するＢ級グルメ
が地域に多大な経済効果をもたらしたといえる。 
このように，Ｂ級グルメを地域資源として取り上げ，他地域からの需要を取り込み地域
の活性化をめざす動きは全国的にあり，愛Ｂリーグ加盟団体は 34 道府県 63 団体にのぼっ
ている。 
またＢ級グルメの地域ブランド化までの歩みを考えたとき，６次産業化に向けた活動の
一環も見えてくる。 
 
７．地域資源の６次産業化 
 本物志向と個客化の進展により，地域固有の伝統文化や自然環境から生まれた産品への
関心は高まっており，本当に良いもの，本当に価値のあるものを求めている。今まさに，
地域資源の価値を現代のライフスタイルに合った形で商品を提供することが求められる。 
農山漁村には，農林水産物，バイオマス，自然エネルギー，風景・伝統文化等有形無形
の豊富で様々な地域資源にあふれている。６次産業化とは，地域に埋もれた資源をブラン
ディングし，新しい価値を創造し顧客に届けることをいう 12) 。地域資源をその地域で加
工し，来訪者に提供できる仕組みをつくることで，地域経済の発展につながる。これまで
は，農林漁業者だけでおこう事例が多かったが，農商工連携をすることが課題となってき
た。連携によって，農林漁業者と商工業者等が通常の商取引関係を超えて協力し，お互い
の強みを活かして売れる新商品・新サービスの開発，生産等を行うことがてきる。さらに，
需要の開拓を行い，売上げや利益の増加をめざす等，国内外への販路拡大にもつながるよ
うな地域ブランド化を実現できる。 
地域ブランドづくりにおける観光振興は，あくまで，地域ブランドづくりの１つのプロ
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 写真３ 第３回岡山マラソン（岡山県岡山市）  
出所：岡山マラソン実行委員会提供（2017.11） 
 
セスであり，観光客数を増やすこと自体が目的ではない。観光という場を活用して，農
林業，漁業，製造業，商業等あらゆる産業振興をリンクさせて考えていくことで，交流人
口の拡大とともに地域ブランドの創出・育成，そして，地域産業の活性化が期待できる。
各産業が観光の場を活用することで，様々な地域課題の解決につながるような地域産業全
体のあり方を考えいくきっかけとなる。 
 
８．地域資源を活用したイベント「市民マラソン」という観光資源 
 ホノルルマラソンは毎年 1.5 万人以上の日本人の参加があり，市民マラソンの観光資源
化に成功した事例として有名である。わが国では，東京マラソンが始まった 2007 年ごろか
らランニング人気が高まり，各地で市民マラソン大会が立ち上がった。地域活性化のねら
いもあり，観光と市民マラソンを合わせた「旅ラン」も広まった。 
交流人口の増加を通して地域の活性化が期待できることから，自治体が市民マラソン大
会を地域の行事として取り入れる事例が増えており，現在わが国では 2,000～3,000 ものラ
ンニングイベントが開催されているという。しかしながら，ランナーは減少傾向にあり，
笹川スポーツ財団によると，年 1 回以上ランニングする「ランニング人口」11) は 2012 年
の約 1,009 万人をピークに減少に転じ，2016 年は約 893 万人と頭打ち状態になっている。
一方，市民マラソン大会の開催件数は急増している。「ランネット」というＷeb サイトを
運営するランナーズホールディングスによれば，2016 年に開催された国内のフルマラソン
大会の数は 76 大会，東京マラソンが始まった 2007 年の 50 大会からほぼ 10 年で５割増と
なり，供給過剰傾向を示し，各地の市民マラソンが互いに生き残りをかけて市民ランナー
を争奪し合う様相が呈されている。大会主催者は，他の市民マラソンとの差別化を図り，
参加者を着実に募ることが必要となってきた。 
市民マラソンでは特産品や名所等の地域資源を多様な方法でＰＲしたいというニーズが
あり，その手段として活用されている。大会では，コースに自然や景観等観光名所を取り
入れたり，ゴールで特産品等の観光資源を提供したりしている。また，地域の人々がボラ
ンティアや沿道での応援で参加することで，地域の一体感が創出され，これが地域のＰＲ
や販売促進に大きな影響を及ぼし地域を活性化している事例が数多くみられる。 
たとえば岡山マラソンは，2018 年 4 回目を迎えるが，今回も 1 万 4,000 人の定員の 2.02
倍の応募がある。2017 年の 3 回大会では県外参加者の 約 8 割が宿泊しており，そのうち 1
泊が 80 .7%，2 泊以上が 19 .3 %であった。経済効果は前年から 6,000 万円増加の 14.7 億
円で，4.5 億円の開催費の 3 倍超に達し費用対効果の高さがうかがわれる 12) 。ちなみに，
「東京マラソン 2017」の参加者 3 万 5,824 人，沿道観戦者数は延べ約 151.2 万人，経済効
果は約 165.9 億円だった 14) 。 
 市民マラソンが生き残りをかけ差別化を図るうえで，地域資源の活用は重要性を増して 
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図３ わが国における旅行消費額の推移 
出所:国土交通省官公庁「旅行・観光消費動向調査」（確報）より作成 
 
 
図４ 訪日外国人旅行者数の推移 
出所：日本政府観光局「年別訪日外客数の推移」より作成 
 
いる。大会を見直すきっかけで，新たな地域資源に着目したり，既存の地域資源を積極的
に活用することでコースに人気が沸く等，市民マラソンが地域ＰＲの場として活用されて
いる。また，沿道での応援も含め地域が大会に協力することで，さらに魅力が付加され大
会の振興となり，それが参加者の満足度の向上や地域の活性化につながっている。 
 
９．観光市場の動向 
 わが国の観光市場には，日本人国内旅行，訪日外国人旅行，及び日本人海外旅行の 3 つ
の市場がある。このうち日本人国内旅行は日帰りと宿泊に分かれ，全体の 8 割弱を占める
日本人国内旅行の動向には注目する必要がある。その特徴としては，60 代・70 代の参加意
欲が高く，今後，国内シニア層の国内市場における存在感は増していくことが予想される。
日本人国内旅行の増加は，近年の景況感の改善や休暇取得の促進効果も影響しており，シ
ニア層だけでなく，多様な世代での旅行機会の拡大を増やさなくては，長期的な人口減少
の影響は避けられないと考え，顧客が満足できる付加価値の創造に積極的に挑み，消費額
の増加をもたらすサービスを提供することが今後の課題である。 
一方で，市場の拡大ペースをみると訪日外国人旅行が大幅に増加している。訪日外国人
増加の要因は，①成長基調にあるアジア経済のもとで，厚みを増した各国中間層の海外旅
行需要の高まり，②円安により生じた訪日旅行の割安感，③地方空港とアジア各都市間の
ＬＣＣ就航やクルーズ船の寄港等交通手段の多様化と拡充，④ビザ発給要件の緩和や免税
措置の拡充，国別プロモーションの強化等が挙げられる。 
 訪日外国人旅行者数は，1,000 万人を超えた 2013 年から 5 年間で 3 倍に膨らみ，2015
年には 1,974 万人と政府が目標とする 2,000 万人を 5 年前倒しでほぼ達成し，訪日客増に
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に向け政府はビザ発給要件の緩和や航空路線の拡充等に力を入れてきた。2018 年は相次ぐ
自然災害等が影響し，推計で 9 月には前年同月比 5.3%減と一時失速したものの，その後は
回復基調に転じ，12 月 18 日に初めて 3,000 万人を突破し，最終的には 3,100 万人程度と
過去最多を更新する見通しが示されている。 
 今後，政府は，成長戦略の柱として観光を捉え，東京五輪・パラリンピックが開催され
る 2020 年の 4,000 万人達成を目指し，和食や歌舞伎等の伝統芸能，国立公園に代表される
豊かな自然環境を通じ，わが国観光の魅力のＰＲ強化を図るとしている。 
  
１０．地域資源を活かしたインバウンドで観光振興 
 インバウンド観光に大きな期待がかかっている理由として，観光消費による経済効果が
ある。観光庁の推計によると，訪日外国人旅行者は平均 15 万円を消費するので，８人が訪
日すれば定住人口１人当たりの年間消費額（124 万円）に匹敵する。国内宿泊旅行者なら
１人約５万円だから 25 人を呼び込めばそれに相応するとされる。つまり，日本人国内宿泊
旅行者の３倍以上のお金を地域に落としてくれることになる。こうした旺盛な海外需要を
取り込むことが，経済成長にとって不可欠である。また，訪日外国人旅行者数の拡大を通
じ，地域資源を活かした観光振興による地域活性化が期待される。 
このように急増するわが国のインバウンドの状況を踏まえたうえでデービット・アトキ
ンは，インバウンドを多く集める観光大国の条件として，①気候，②自然，③文化，④食
事の４条件が優れていることを挙げ，わが国はこの４条件を満たす稀有な国であって，観
光立国としての潜在能力は高く，さらなるインバウンドの拡大が可能だとしている。15) 
 しかしながら，訪日外国人旅行者は，東京から大阪に至るゴールデンルートに集中して
おり，宿泊者数を絶対数で見ると東京や大阪が多く，東京都，大阪府，北海道を合わせて
６割以上を占め，宿泊が一部地域に集中している状況にある。また，消費場所においても，
空港の免税店が第１位，次いでデパート，ドラッグストアが上位を占め，特定の地域や大
都市に偏在，集中し，地方分散による地域振興が大きな課題となっている。16) 
 「モノ消費」から「コト消費」への移行やリピーターの増加でゴールデンルート以外の
地方分散の進展が進むことで，観光庁によると，外国人観光客の旅のスタイルやパターン
は年々変化しているという。初めて日本を訪れる外国人から，日本を二度三度と訪れるリ
ピーターへと多様化し，団体旅行から個人旅行へとシフトしている。これに伴い，有名観
光地以外の日本各地を巡り，地域の生活や文化を体験し，住民との交流を楽しむという滞
在交流型観光を志向する観光客が増えているという。つまり，各地域，特にこれまでの「爆
買いブーム」に代表されるインバウンドの恩恵に浴してこなかった地方都市においてこそ，
観光を通じたまちづくりのチャンスといえる。 
 
 
写真 4 訪日外国人旅行者（台東区浅草） 
出所：「とうほう Navi ―商業情報―」第 11 号（2018.10）  
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写真 5 城崎温泉（兵庫県豊岡市）  写真 6 ゆめぱの利用 
出所：「城崎温泉観光協会」http://www.kinosaki-spa.gr.jp/Ｂlog/446.html(2018.12) 
 
たとえば富士山ビュースポットとして有名な富士吉田市の新倉山浅間公園は，富士山と
五重塔，桜が一枚の写真におさまるスポットとして，その壮観な風景で国内外から訪れる
人を魅了している。これはタイ人のカップルがＳＮＳに写真を投稿したことを契機として，
観光資源化したものでＳＮＳの等での情報拡散が，発信に大きな役割を果たした事例であ
る。現実にこのような形で投稿された写真なとで観光客が急増する地域が増えている。こ
れこそが，外国人の目線で地域の観光資源を見つめ直すことで，日本人が当たり前と思っ
て見過ごしてきたところに光を当てることができることを示している。 
一般人の発信情報がＳＮＳ上で瞬時に流通，拡散可能となるなか，多くのインバウンド
客はピンポイントかつリアルタイムな情報を収集できるＳＮＳを頻繁に活用しており，そ
の影響力は大きい。実際，観光庁の調査においても，旅行前に参考とした情報源の１位は
３割が個人のブログで，日本政府観光局，旅行会社のホームページ，ガイドブックを上回
る。来日後についてはスマートフォン経由のＳＮＳが６割と圧倒的情報源となっている。
そこで，訪問意欲を刺激するイベントや風景の映像で魅力をアピールするとともに，アク
セスやモデルルート等，具体的で訴求力がある情報を，アクセスの容易なＷeb やインスタ
グラム等のＳＮＳを活用して発信することが望まれる。 
 また，インバウンド対応を契機に，その過程で得た新鮮な気づきは，日本人国内旅行者
への対応の見直しにつながるわけで，成長著しいインバウンド市場への対応も重要である
が，市場規模自体は日本人国内旅行者の２割弱にすぎない。このため日本人国内旅行者の
呼び込みに対しても注力することが地域の観光振興にとって不可欠である。 
 
１１. ビックデータを活用して観光資源と組み合わせた城崎温泉 16) 
ＩＴを活用して観光振興を図った事例として，城崎温泉がある。 
城崎温泉は，1300 年の歴史を誇るものの旅館は小規模で家族経営が主体であり，1991
年をピークにの入込客数は減少し，また，インバウンドの潮流に乗れなかった。そこで，
団体旅行客を受け入れられないことを逆手にとって，個人旅行客に狙いを定め，城崎温泉
は川沿いの柳並木，古い街並みを整備するとともに，携帯電話やスマートフォンに入って
いる IC カード機能を利用した「ゆめぱ」というデジタル外湯券を発行し，集めたデータを
街の活性化に活用する取組みを実施した。 
宿泊客が旅館にチェックインする際，携帯電話やスマートフォンを登録すると財布代わ
りに使えるシステムになっているため，現金を持たずに温泉めぐりができ，土産物店等で
買い物ができる。プライバシーを守るため個人を特定できないよう配慮してあるが，観光
客の利用履歴を蓄積すると，その動きを定量的にパターンとして分析することができ，回
遊している観光客の数，グループ構成，滞留・経路分析等も時間ごとに把握できる。現地
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の関係者は経験的に，何時頃に観光客が多いか，人の組み合わせは親子連れが多いのか，
男女ペアが多いのか，また，どこの外湯が一番人気なのか等を知っているが，それを定量
化して把握することができる。 
観光客の利用の動きを定量的にパターンとして分析することができ，蓄積したデータを
分析することで，観光客の動線がわかるだけでなく，イベントや広告宣伝の効果を数値化
し，客観的に把握することができ，さらにデータを長期間蓄積することでトレンド変化が
わかる。客観的なデータに基づいた効果の高い施策を実施し，温泉街の街づくりやサービ
ス，広報のやり方等を改善でき，データ活用により温泉街を活性化するというイノベーシ
ョンが進行している。 
また，インバウンドへの対応として，まずは，欧米の旅行・ホテル予約サイトとの連携
を深める等，様々なプロモーションで海外の著名な旅行ガイド「ロンリープラネット」に
紹介されたことから，欧米の個人客の取り込みに成功し，続いて英語の観光情報サイト
「Visit Kinosaki」を立ち上げ，宿泊予約機能を装備した。旅行業者と組んで現地発の外
国人対象の観光ツアーや体験ツアーを企画する等の取り組みで，外国人観光客が５年で 36
倍に増え，インバウンドの取り込みにも成功し，「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」
にも掲載された 17) 。 
 
１２．地域のツーリズムを広域的にとらえる日本版ＤＭＯ 18)  
 城 崎 温 泉 の 取 り 組 み も 地 域 連 携 Ｄ Ｍ Ｏ (Destination Management/Marketing 
Organization)が中心であり，観光まちづくりりの考え方からも，交流人口や雇用の拡大ま
で波及させるには，地域が主体となって，地域のあらゆる資源を活かすために，広域的な
アプローチで構築されたＤＭＯのような専従組織の設置・育成が望まれている。地域の稼
ぐ力を引き出すことや地域への誇りと愛着を醸成する観光地経営の視点に立った観光地域
づくりが期待されており，全国的にもＤＭＯの形成が進んでいる。 
ＤＭＯとして，特に地域ならではの戦略を追求することが必要である。具体的には，固
有の地域資源の観光商品化，複数の観光商品を結びつける地域のストーリー化，日常生活
や伝統産業等ユニークな体験機会の提供等が求められる。これらを観光資源化するために，
ＤＭＯは，農林漁業関係者，伝統工芸・産業従事者，郷土や歴史の研究者や愛好家，地元
商店街，スポーツやハイキングの愛好団体，自然保護団体，ＮＰＯ等，これまで観光と疎
遠だった関係者を含め，観光以外の他業種に携わる人々等，地域の多様な関係者と参画，
協力，連携が不可欠となってくる。これは，住民参加，合意形成というまさに「まちづく
り」の手法そのものであるといえる。 
 
１２．おわりに 
このように「観光」には経済的な側面以外にも，地域の持つ様々な力を引き出す効果が
あるといわれる。さらには，地域が抱える様々な課題を解決する糸口となる役割を果たす
場合もある。これは地方創生の取り組みと重なる部分も多い。そのため，観光振興が地方
創生へとつながり，地域が主体となって地域のあらゆる資源を活かして地域を活性化させ
ることにつながると期待される。 
 
本稿は，「とうほう Navi ―商業情報―」第 11 号（2018.10 東京法令出版株式会社）に掲載した
ダイジェスト版の原著に加筆したものである。 
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注 
1）日本創成会議・人口減少問題検討分科会の推計(2014)によると，消滅可能性のある市区町村とは，
2010 年から 30 年間での 20〜39 歳の女性の数が５割以下に減る自治体を示している。 
2) 地域づくりの新しい考え方「観光まちづくり」セミナー実施報告書(2001)，財団法人アジア太平
洋観光交流センター 
 「観光まちづくり」という表記は，観光庁のホームページによれば，「観光まちづくり」から，広
域的にアフローチする必要性から現在「観光地域づくり」という表記に代わっている。しかし，
住民参加，合意形成というまさに「まちづくり」の手法そのものは変わっておらず，「観光まちづ
くり」と同義であると考え本稿ではそれを表記している。 
3)「旅行・観光消費動向調査」平成 29 年年間値(確報)の国内観光消費額は，21.1 兆円(前年度比 0.8%
増)となっている。 
4) 目瀬守男(1990)：『地域資源管理学』現代農業経済学全集第 20 巻，農山漁村文化協会 
5) ギャップ調査とは，“じゃらんリサーチセンター（リクルートライフスタイル）”が開発したマー
ケティング手法である。 
6) 島根県商工労働部観光振興課より資料の提供を得た。玉造温泉の土産として松江農水商工連携事
業で，株式会社玉造温泉まちデコ，島根県立松江商業高等学校が共同開発した「姫神占い神社ク
ッキー」が看板商品となっている。 
7) 地域団体商標登録制度は，地名を含む商品やサービスの名称を適切に保護することにより，事業
者の信用の維持を図り，産業競争力の強化と地域経済の活性化を支援することを目的している。 
8) 経済産業省特許庁(2009)：「地域団体商標 2009」，特許庁 
9) 愛Ｂリーグ「ご当地グルメでまちおこしの祭典！」http://Ｂ-1grandＰＲix.com/（参照 2018/8/28） 
10)「ゆるキャラグランプリ」は、2011 年にはじまり，初代王座は熊本県ＰＲマスコット「くまモン」
であった。くまモンが全国の頂点に立ったことで、熊本県は一躍脚光を浴び、日本銀行熊本支店
は、観光や関連グッズの売り上げ等「くまモン」の経済効果は、2011～2013 年の２年間で 1,244
億円に上ると発表した。これは、ＮＨＫ大河ドラマによる，ご当地の経済効果を上回る規模とい
う。 
11)「つくる(1 次産業)」×「加工する(2 次産業)」×「売る(3 次産業)」が 6 次産業化である。 
12) 笹川スポーツ財団（1998～2016）：「スポーツライフに関する調査報告書」，笹川スポーツ財団 
13) 山陽新聞 digital：数字で見る岡山マラソン. http://www.sanyonews.jp/article/623134(参照
2018/8/28) 
14) 一般財団法人東京マラソン財団(2017)：「東京マラソン 2017 の経済波及効果」 
15) David Atkinson(2017)：『世界一訪れたい日本のつくりかた』，東洋経済新報社 
16) 観光庁(2017)：「訪日外国人の消費動向調査」によると，近畿圏 25.3%，北海道 21.7%，沖縄 21.5%，
関東 19.9%，とそれぞれ全国平均(15.6%)を超えている。 
17) フランスの大手タイヤメーカーのミシュランが発行する旅行ガイドブック「ミシュラン・グリー
ンガイド・ジャポン」（フランス語版）が改訂され，「城崎温泉」は「寄り道をして訪れるべき場
所」を意味する二つ星（★★）で，大師山（城崎温泉ロープーウェイ山頂）からの眺望が「興味
深い」を意味する一つ星（★）として掲載されている。 
18) ＤＭＯとは，地域の稼ぐ力を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する観光地経営の視点
に立って地域と協同して観光地域づくりを行う法人。主に，マーケティング，プロモーション，
観光の品質管理の 3 分野で，高度な専門性をもって活動する仕組みを整えている組織である。 
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